
1.重要な会計方針

・満期保有目的の債券･･･

・その他の有価証券・・・

　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

投資有価証券 12,905,832,700 0 23,157,000 12,882,675,700

定期預金 94,167,300 0 0 94,167,300

普通預金 0 23,157,000 0 23,157,000

13,000,000,000 23,157,000 23,157,000 13,000,000,000

特定資産

鉄道駅移動円滑化施設 18,899,345,452 0 1,799,556,097 17,099,789,355

退職給付引当資産 90,731,600 11,451,200 10,886,100 91,296,700

役員退職慰労引当資産 2,124,000 2,548,800 0 4,672,800

減価償却引当資産 13,114,708 0 0 13,114,708

運用目的特定資産 4,873,854,444 1,157,546 0 4,875,011,990

財政安定化資産 245,991,000 0 14,917,000 231,074,000

日本財団事業準備金 140,206,510 160,000,000 171,903,560 128,302,950

共生社会実現に向けた移動
円滑化基金 428,201,821 0 94,388,000 333,813,821

24,693,569,535 175,157,546 2,091,650,757 22,777,076,324

37,693,569,535 198,314,546 2,114,807,757 35,777,076,324

  (2)  棚卸資産の評価基準及び評価方法
・貯蔵品・・・最終仕入原価法によっている。

（注３）財政安定化資産の当期減少額は、基本財産で運用する投資有価証券（額面700,000,000円、帳簿価額714,917,000
円）の満期償還に伴う償還差損14,917,000円の補填によるものである。

科      目

小      計

小      計

合      計

（注１）鉄道駅移動円滑化施設の当期減少額は、減価償却、ＪＲ東日本　根岸駅ほか２６駅施設一部譲渡に伴うものである。

（注２）運用目的特定資産の当期増加額は、特定資産評価損益178,587,000円（一般正味財産増減の部）、△145,215,397円
（指定正味財産増減の部）及び特定資産売却損益△91,690,000円（一般正味財産増減の部）、59,475,943円（指定正味財産
増減の部）によるものである。

  　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投
資からなっている。

  (6)  消費税等の会計処理

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

・退職給付引当金・・・職員の退職給付の支給に備えるため、期末自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

･賞与引当金・・・職員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

・役員退職慰労引当金・・・役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

･役員賞与引当金・・・役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

購入時の取得価額によっている。（償却原価法については、取得価額と債券金額との差額につい
て重要性に乏しいため、適用していない。）

時価のあるものについては、決算日の市場価額等に基づく時価法（売却原価は、移動平均法）に
よっている。

・リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース)･･･リース期間を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定
額法によっている。

財務諸表に対する注記

  (1)  有価証券の評価基準及び評価方法

  (3)  固定資産の減価償却の方法

  (4)  引当金の計上基準

・鉄道駅移動円滑化施設、建物附属設備、工具器具備品及びソフトウェア・・・定額法によっている。

  (5)  キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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（単位:円）

基本財産

投資有価証券 12,882,675,700 (10,892,286,700) (1,990,389,000) －

定期預金 94,167,300 (56,312,227) (37,855,073) －

普通預金 23,157,000 (23,157,000) (0) －

13,000,000,000 (10,971,755,927) (2,028,244,073) －

特定資産

鉄道駅移動円滑化施設 17,099,789,355 (10,015,373,535) (0) (7,084,415,820)

退職給付引当資産 91,296,700 (0) (0) (91,296,700)

役員退職慰労引当資産 4,672,800 (0) (0) (4,672,800)

減価償却引当資産 13,114,708 (0) (13,114,708) －

運用目的特定資産 4,875,011,990 (4,875,011,990) (0) －

財政安定化資産 231,074,000 (0) (231,074,000) －

日本財団事業準備金 128,302,950 (128,302,950) (0) －
共生社会実現に向けた移動
円滑化基金 333,813,821 (333,813,821) (0) －

22,777,076,324 (15,352,502,296) (244,188,708) (7,180,385,320)

35,777,076,324 (26,324,258,223) (2,272,432,781) (7,180,385,320)

4.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（単位:円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

44,045,874,864 26,946,085,509 17,099,789,355

建物附属設備 25,648,674 2,934,346 22,714,328

工具器具備品 19,682,246 9,556,516 10,125,730

リース資産 7,905,600 7,115,040 790,560

ソフトウェア 6,908,960 6,864,356 44,604

44,106,020,344 26,972,555,767 17,133,464,577

5.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位:円）

帳簿価額 時　　　価 評価損益

国債（14銘柄） 7,642,125,700 7,958,444,900 316,319,200

地方債（5銘柄） 599,608,000 636,980,000 37,372,000

社債（17銘柄） 4,640,942,000 4,751,090,000 110,148,000

12,882,675,700 13,346,514,900 463,839,200

6.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 （単位:円）

前期末 当期 当期 当期末

残高 増加額 減少額 残高

補助金

国土交通省 5,342,557,309 0 517,060,165 4,825,497,144

各地方公共団体 5,739,299,681 0 549,423,290 5,189,876,391

11,081,856,990 0 1,066,483,455 10,015,373,535

日本財団

令和３年度分 25,668,438 0 0 25,668,438

令和４年度分 114,538,072 0 104,348,000 10,190,072

令和５年度分 0 160,000,000 67,555,560 92,444,440

140,206,510 160,000,000 171,903,560 128,302,950

日本財団 428,201,821 0 94,388,000 333,813,821

428,201,821 0 94,388,000 333,813,821

11,650,265,321 160,000,000 1,332,775,015 10,477,490,306

海上交通バリアフリー施設整
備推進事業助成金

小　　　計

小　　　計

合      計

共生社会実現に向けた移動円
滑化基金

種　　　類

合　　　計

補助金等の名称 交付者
貸借対
照表上
の記載
区分

指
定
正
味
財
産

鉄道駅移動円滑化施設整備
事業費補助金

地方公共団体補助金等

小　　　計

助成金

小      計

小      計

合      計

科　　　目

合　　　計

鉄道駅移動円滑化施設

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科      目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財
産からの充当額）

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち負債に
対応する額）
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7.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位:円）

経常収益への振替額

　 減価償却費計上による振替額 950,369,202 459,393,936 490,975,266 ―

　 事業実施による指定解除額 266,291,560 ― ― 266,291,560

1,216,660,762 459,393,936 490,975,266 266,291,560

経常外収益への振替額

　 固定資産売却損計上による振替額 116,114,253 57,666,229 58,448,024 ―

116,114,253 57,666,229 58,448,024 ―

1,332,775,015 517,060,165 549,423,290 266,291,560

8.キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりである。

現金預金勘定 27,354,968円 現金預金勘定 14,345,004円

―　円 預入期間が3ヶ月を超える定期預金 ―　円

現金及び現金同等物 27,354,968円 現金及び現金同等物 14,345,004円

9.その他

(1)正味財産増減計算書関係

(2)引当金の明細
引当金の明細は、次のとおりである。 （単位:円）

目的使用 その他

賞与引当金 13,480,290 11,455,581 13,480,290 0 11,455,581

役員賞与引当金 0 1,593,000 0 0 1,593,000

退職給付引当金 90,731,600 11,451,200 10,886,100 0 91,296,700

役員退職慰労引当金 2,124,000 2,548,800 0 0 4,672,800

預入期間が3ヶ月を超える
定期預金

うち日本財団
助成金

小　　　計

小　　　計

合      計

前期末

科      目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

当期末

・　鉄道駅移動円滑化施設の当期減少額は、減価償却、ＪＲ東日本　根岸駅ほか２６駅施設一部譲渡に伴うものである。

うち地方公共団体
補助金

科      目 金　　額 うち国庫補助金
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